
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
表面におけるある位置の高さを決定する方法であって、
その位置が画像装置と光学的に一列になる位相ずれ干渉計の光軸に沿った前記表面の位置
決めのステップと、
光学的にコヒーレントな波長λの照明光源を用いてその表面位置の、前記画像装置上での
干渉パターンの作成のステップと、
それぞれがおおよそπ /2の位相差によって他のものから連続的にずれている７つのフレー
ムｊ－－ｊ＝０……６－－に対して前記表面位置のための強度データ gjを前記画像装置上
に作成する干渉計の作動のステップと、
前記７つのフレームｊに対して前記画像装置上に作成された強度データ gjの電子的な記憶
のステップと、
式
　
　
　
　
　
を用いた、前記表面位置のための波面位相θの演算のステップと、
式
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を用いた、前記表面位置の高さｈの演算のステップと
を備えている方法。
【請求項２】
干渉計が、フィゾー空隙を有するフィゾー型干渉計からなり、前記作動のステップがさら
に、前記７つのフレームｊのうちの連続するものの間におおよそπ /2の位相ずれを作成す
るために前記光軸に沿ったフィゾー空隙の長さの変更を備えている請求項１記載の方法。
【請求項３】
前記照明光源が波長調整可能な光源からなり、前記作動のステップがさらに、前記７つの
フレームｊのうちの連続するものの間におおよそπ /2の前記位相ずれを作成するために前
記光源の波長の調整を備えている請求項１記載の方法。
【請求項４】
それぞれがおおよそπ /2の位相差によって他のものから連続的にずれている７つのフレー
ムｎ－－これら７つのフレームｎは前記７つのフレームｊと交互に重ねられてそれらのフ
レームｊからおおよそπ /4だけ隔たっており、ｎ＝７…… 13である－－に対して強度デー
タ gnを前記画像装置上に作成する干渉計の作動のステップと、
前記７つのフレームｎに対して前記画像装置上に作成された強度データ gnの電子的な記憶
のステップと、
式
　
　
　
　
　
　
を用いた、前記表面位置のための第２波面位相θ′の演算のステップと、
式
　
　
　
　
　
を用いた平均波面位相θ a v gの演算のステップと
をさらに備え、
前記表面位置の高さｈの演算のステップが
式
　
　
　
　
　
における平均波面位相θ a v gを用いることを備えている
請求項１の方法。
【請求項５】
表面におけるある位置の高さを決定する方法であって、
その位置が画像装置と光学的に一列になる位相ずれ干渉計の光軸に沿った前記表面の位置
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決めのステップと、
光学的にコヒーレントな波長λの照明光源を用いてその表面位置の、前記画像装置上での
干渉パターンの作成のステップと、
それぞれがおおよそπ /2の位相差によって他のものから連続的にずれている６つのフレー
ムｊ－－ｊ＝０……５－－に対して前記表面位置のための強度データ gjを前記画像装置上
に作成する干渉計の作動のステップと、
前記６つのフレームｊに対して前記画像装置上に作成された強度データ gjの電子的な記憶
のステップと、
式
　
　
　
　
　
　
を用いた、前記表面位置のための波面位相θの演算のステップと、
式
　
　
　
　
　
を用いた、前記表面位置の高さｈの演算のステップと
を備えてなる方法。
【請求項６】
干渉計が、フィゾー空隙を有するフィゾー型干渉計からなり、前記作動のステップがさら
に、前記６つのフレームｊのうちの連続するものの間におおよそπ /2の位相ずれを作成す
るために前記光軸に沿ったフィゾー空隙の長さの変更を備えている請求項５記載の方法。
【請求項７】
前記照明光源が波長調整可能な光源からなり、前記作動のステップがさらに、前記６つの
フレームｊのうちの連続するものの間におおよそπ /2の位相ずれを作成するために前記光
源の波長の調整を備えている請求項５記載の方法。
【請求項８】
表面におけるある位置の高さを決定する方法であって、
その位置が画像装置と光学的に一列になる位相ずれ干渉計の光軸に沿った前記表面の位置
決めのステップと、
光学的にコヒーレントな波長λの照明光源を用いてその表面位置の、前記画像装置上での
干渉パターンの作成のステップと、
それぞれがおおよそπ /4の位相差によって他のものから連続的にずれている 13個のフレー
ムｊ－－ｊ＝０…… 12－－に対して前記表面位置のための強度データ gjを前記画像装置上
に作成する干渉計の作動のステップと、
前記 13個のフレームのために前記画像装置上に作成された強度データ gjの電子的な記憶の
ステップと、
式
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を用いた、前記表面位置のための波面位相θの演算のステップと、
式
　
　
　
　
　
を用いた、前記表面位置の高さｈの演算のステップと
を備えてなる方法。
【請求項９】
干渉計が、フィゾー空隙を有するフィゾー型干渉計からなり、前記作動のステップがさら
に、前記 13個のフレームｊのうちの連続するものの間におおよそπ /2の位相ずれを作成す
るために前記光軸に沿ったフィゾー空隙の長さの変更を備えている請求項８記載の方法。
【請求項１０】
前記照明光源が波長調整可能な光源からなり、前記作動のステップが、前記 13個のフレー
ムｊのうちの連続するものの間におおよそπ /2の位相ずれを作成するための前記光源の波
長の調整を備えている請求項８記載の方法。
【発明の詳細な説明】

本発明は、一般に、表面の画像作成及び分析のための精密光学測定器具に関し、さらに詳
しくは、干渉計を基にした、表面形状の縦断面輪郭を描くための装置及び方法に関する。

表面形状（ surface topography）を測定するために最も広く用いられている器具には干渉
計があり、それは高精度に表面高さの変化を図示するために光の波特性を使う。今日、通
常の使用において最も正確な干渉計が位相ずれの原理に基づいたものであることは一般に
当業者に受け入れられている。現代の位相ずれ干渉計は、典型的には、光学システム、電
子画像システム、コンピュータを基にするか他に自動化された制御装置、及び参照位相ず
れを導入するための手段を備えてなる。
位相ずれ干渉計使用法（“ PSI"）は、例えばダニエルマラカラ（ Daniel Malacara）（ワ
イレイ、ニューヨーク　 1992）によって編集された文献、“ Optical Shop Testing"の第 1
4章に詳細に記載されている。簡単に述べれば、 PSIは、典型的に、３～５つの一連の参照
位相ずれのために測定された強度パターンの電子的記憶を用いる。これらの記憶された強
度パターンは、コンピュータを基にしたデジタル信号処理装置によるように、その後分析
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され、位相ずれの関数としての強度の変化の分析を通じて元の波面位相を回復させる。
そのような PSIを基にした器具が適切に調整されると、光の波長の 1/1000のオーダーの分
解能で表面形状を測定することができる。
すべての従来技術の PSI器具のある種の側面が、所望の高精度で表面形状の測定値を得る
ことに関して重要である。これらの側面に、干渉計の作動中における、参照位相及び増加
位相の変化の正確な調整、さらに振動、特にたいていの製造環境で典型的な低周波振動か
らの干渉計の実質的に完全な隔離が含まれる。
最近では、 PSIに対して要求された参照位相ずれを導入する最も普通の方法及び配置は、
参照表面の機械的な平行移動または移動による。この目的のために必要な機械的移動の総
量は、通常、光の波長より小さいものであり、そして、適切な正確さで繰り返し可能な位
相ずれをもたらすよう注意深く（そしてしばしばくり返して）較正されなければならない
圧電変換器（ PZT）、または同等のアセンブリの制御された作動によってしばしば実行さ
れる。当業者に知られた別の方法は、小さい位相ずれをもたらすような方法で干渉計のた
めの光源光の波長を選択的に同調させることを用いる。この別の方法は、また注意深い較
正を要求し、またその光源の波長の連続的な監視さえ必要とするかもしれない。
位相ずれのひずみは、従来技術の PSI器具に容認できない測定誤差を特にもたらすことは
よく知られている。そして、重大な誤差が、その参照位相ずれが非線形であるかまたは適
切に較正されていないときに起こり得る。
ジェイ．ファン　ヴィンガーデン（ J.van Wingerden）、エイチ．エイチ．フランケナ（ H
.H.Frankena）及びシー．スモレンバーグ（ C.Smorenburg）による“位相ずれ干渉計使用
法における測定誤差の線形近似”（ Linear Approximation For Measurement Errors In P
hase Shiting Interferometry）〔 30応用光学 2718－ 29（ 1991）〕なるタイトルの論文に
は、これらの誤差は、それらの形態及び大きさを含んでいくらか詳細に記載されている。
ケイ．キンスタッター（ K.Kinnstatter）、キュー、ダヴリュ．ローマン（ Q.W.Lohmann）
、ジェイ．シュワイダー（ J.Schwider）及びエヌ．ストライブル（ N.Streibl）による“
位相ずれ干渉計使用法の正確度”（ Accuracy of Phase Shifting Interferometry）〔 27
応用光学 5082－ 89（ 1988）〕なるタイトルの論文のような、他のいくつかの論文は、注意
深い較正の必要性を述べ、位相ずれの大きさを測定するための特別の配置を提案している
。
線形動作からの偏差は、従来技術の PSI器具では、比較的小さな非線形度でも、結果とし
ての表面高さの計算値に容認できない大きな誤差をもたらすこともあるので、特にやっか
いである。
結果として、位相ずれをできるだけ線形にするため高価でかつ扱いにくい高電圧の PZTア
センブリを用いなければならず、かつ位相ずれの実質的に完全な較正を達成するため、時
間のかかる操作を行わなければならない。波長のずれを較正しかつ線形化することに伴う
問題は、干渉計の構成要素の機械的移動の代わりとしての、干渉計における波長同調レー
ザダイオードの広くゆきわたった使用をも大きく妨げてきた。
干渉計のデータ取得サイクルの際に起こる低周波やその他の振動も位相ずれを有意にゆが
ませ、従来の器具では、全振動源の注意深い排除を通じてのみ除去できるような、さらな
る誤差をもたらす。
通常用いられた振動遮断法は、干渉計の光学要素を支持するための重い枠組とともに、大
きな花崗岩や空気浮遊テーブルの使用を必要とする。加えて、測定システムは製造及び組
立て区域からしばしば物理的に隔離しなければならず、その結果、製造された物品の表面
品質を確かめるために干渉計を使用する製造工業に対し、有意にいっそう高いコストを引
き起こすことになる。
したがって、従来技術の高精度の位相ずれメカニズムや操作、高価な振動遮断配置法によ
らずに正確に表面形状を測定する装置及び方法を求める、未だ満たされていないニーズが
ある。

したがって、本発明の主要な１つの目的は、位相ずれ干渉計使用法を用いてある表面の形
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状（ topography）を測定するための、改良された方法と装置を提供することにある。
本発明のさらなる１つの目的は、きわめて高精度に、それにもかかわらず、位相ずれが行
われる機構の、注意深いすなわち正確な較正をすることなく、表面形状を測定することに
ある。
本発明のさらなる１つの目的は、有意な非線形運動を有し、そのような運動の特性が従来
の位相ずれ干渉計使用法の方法と装置を用いて高精度の表面形状測定をするには互換性が
ないかまたは容認できないような低コストの位相ずれ機構を用いて、非常に高い測定精度
を得ることができる方法と装置を提供することにある。
本発明のさらなる１つの目的は、レーザダイオードのような安価で波長同調可能な光源で
あって、その波長同調が従来の位相ずれ干渉計使用法の方法と装置を用いて高精度の表面
形状測定をするには互換性がないかまたは容認できないような光源を用いて、きわめて高
い測定精度を得ることができる方法と装置を提供することにある。

表面形状（ surface topography）を測定するために本発明により構成された装置は、縦断
面輪郭の描かれる表面からの干渉データを展開するための光学干渉計と、この干渉計から
のその干渉データを受けるための電子画像システムと、コンピュータを基にした制御装置
ならびにデータ解析装置と、干渉計の照明の参照位相を可変的に調整するための装置また
は配置とを含んでいる。本発明の好ましい方法によれば、画像システムにより一連の７つ
の強度画像が検出されて電子的に記憶される。これらの強度画像は、おおよそπ /2の間隔
で配された相異なる７つの参照位相値のための干渉パターンすなわち干渉写真図に相当す
る。その位相値間隔（すなわち、おおよそπ /2）は、完全に同じである必要はなく、また
繰り返しができるものである必要がなく、低周波数振動も、前記強度画像のためのデータ
取得の際にその光学システムから完全に排除する必要はない。７つの干渉写真図は、検査
中の表面の形状をそのデータから取り出すために前記コンピュータで－－従来の技術では
知られていない方法論を利用して－－作成される。本発明の別の実施例は、レーザダイオ
ードを基にした装置と、６つの強度フレーム、 13の強度フレームならびに異なる位相オフ
セット値により得られた２組以上の強度測定の結合を用いた方法とを含んでいる。
本発明の付加的な目的と特徴は、添付された図面とともに考慮された下記の詳細な説明か
ら明らかにされる。しかし、それらの図面は単に例示の目的のために示されたものであっ
て本発明の限定を意味するものとして示されたものではないことを理解すべきであり、そ
れらのためには添付の請求の範囲を参照すべきである。

図面において、類似の参照符号は幾つかの図を通して同様の要素を示す。
図１は、本発明の第１実施例に従って構成され、機構的な参照位相ずれ配置を用いた、位
相ずれ干渉計と関連装置とのブロックダイアグラム表示である。
図２は、本発明の第２実施例に従って構成され、参照位相のずれまたは所定変化のための
波長同調可能なレーザダイオード光源を用いた、位相ずれ干渉計と関連装置とのブロック
ダイアグラム表示である。
図３は、本発明の位相ずれ干渉計装置および方法の性能を、位相ずれ較正誤差の存在下で
の代表的従来技術の研究法と比較した結果を示すグラフである。
図４は、本発明の位相ずれ干渉計装置および方法の性能を、位相ずれの非線形性の存在下
での代表的従来技術の研究法と比較した結果を示すグラフである。
図５は、本発明の位相ずれ干渉計装置および方法の性能を、低周波数振動の存在下での代
表的従来技術の研究法と比較した結果を示すグラフである。

図１は本発明による第１の好ましい実施例により構成された装置の基本要素を図解的に描
いたものであり、この装置は原理的に、コンピュータ１と有名なフィゾー幾何形状の位相
ずれ干渉計２とから構成されている。ここで記述される装置の好ましい形態では、コンピ
ュータ１－－特別に構成されるかこの用途に合致したデジタル信号処理装置またはここで
開示した機能性を発揮するようプログラムされた汎用目的コンピュータでもよい－－は、
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干渉計の作動を制御し、かつ本発明による干渉計の作動によって得られる干渉強度データ
の演算及び分析を取得して実行する。マイケルソン（ Michelson）またはツイマン　グリ
ーン（ Twyman Green）型のような光学的に等価な干渉計幾何形状を代わりに用いることが
でき、その干渉計幾何形状はこの開示の意図した範囲及び思想の中にあると理解すべきで
ある。
干渉計２は、光学的にコヒーレントな光源３、すなわち図１に示すフィゾー幾何形状で干
渉計使用法（ interferometry）を行うための十分な分光及び空間純度を持つ光源によって
照射される。光源３は、例えばヘリウムネオンレーザのような、この技術分野で知られた
通常の構成のレーザであってもよく、電源 15から作動電力を受ける。光源３からの光はビ
ームスプリッタ５によって反射され、フィゾー干渉計の空隙６に向かい、そこでその光は
平凸レンズ６の凸面７によって平行にされる。レンズ８の平面側９は、参照表面として働
くとともに、ビームスプリッタ５を介して光の一部を後方へ反射させ、画像作成レンズ 11
を経てカメラ 10へ導く。カメラ 10は、標準的なビデオカメラ、電荷結合素子（ CCD）、ま
たはそこに当たる光の強度のに応じた電子画像を発生させるための同様の装置であっても
よい。レンズ８を通過する光の一部は、表面形状を測定しようとする対象物 13の前面側 12
から反射される。対象物 13から反射された光は、ビームスプリッタ５を介して後方のカメ
ラ 10に伝達され、そこで参照表面９から反射された光と干渉する。干渉現象は、カメラ 10
によって測定されかつコンピュータ１に電子的に移送される強度分布を有する干渉写真図
になる。
干渉計２は、対象物または検査中の部分から反射された光の特性、より具体的には反射波
面の位相輪郭を測定するために有効に用いられる。カメラが受け取った強度画像は、予め
設定され実質的に等間隔に位置する一連の所定数の位相ずれのための、コンピュータを基
にする制御装置に記憶される。これらの位相ずれはアセンブリ 14によって作られ、そのア
センブリはフィゾー空隙６の長さを変えるべく物理的に前後にレンズ 11を移し変えるため
の電子機械的手段を含む。そのような物理的移し変えは、例えば圧電変換器（ PZT）また
は類似のものによる公知な配置によってなされてもよい。コンピュータ１は選択的に変わ
る電圧を PZTに供給することにより、レンズの移し変えを有効に制御する。当業者は、フ
ィゾー空隙の長さを干渉計の部品または要素の物理的移し変えを通じて変化させるための
他の配置を設計上の選択事項として用いてもよいことを認めるであろう。
本発明の１つの好ましい方法によれば、一連の７つの強度画像は、レンズ 11の直線的な移
し変えの間に、関連メモリに記憶されるかあるいはコンピュータ１により記録される。こ
のように、７つの強度値ｇｊ ＊ がそれぞれの像点ごとにコンピュータメモリに記憶され、
それぞれは、
数式１
gj＝Ａ・（１＋Ｖ・ cos（Θ＋φｊ ））
に等しい。
ここで、Ｖは干渉じまの鮮明度、Ａは全定数、ｊ＝０…６は７つのそれぞれの画像に対応
する。基準位相ずれφｊ は、
数式２
　
　
である。
したがって、画像の位相間隔は（少なくともおおよそ）π /2であり、 633nmの典型的な照
明光源波長λにおいて 79nmの連続する画像の間での直線運動に相当するものである。７つ
の強度画像を記録した後、コンピュータ１は数式３の関係式を用いて波面位相θを計算す
る。
数式３
Θ＝ tan- 1（Ｔ）
ここで、
数式４
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この計算は、対象物から反射した波面を表す正確な位相画像を作成するため機器の視野に
おけるすべての像点について実行される。波面位相θに相当する表面高さｈは、次に数式
５を用いてそれぞれの像点ごとに算出される。
数式５
　
　
このようにしてコンピュータ１は、その画像のすべての点における高さを計算し、対象物
表面の３次元形状画像を生成する。
第２は、図２に示す本発明の他の装置の実施例であって連続する強度画像の間での干渉計
における位相ずれが、「干渉計使用波面測定」と題する米国特許第 4,594,003号において
ソマグレン（ Sommagren）によって教示されたものに類似する方法で、同調可能な光源４
の波長を選択的に調節することにより達成される。この波長同調と呼ばれるものは、この
第２の装置の実施例の好ましい形態において、レーザーダイオード電源 17のコンピュータ
制御操作により自動的に実行される。しかしながら、前記ソマグレン特許に記載された４
つの強度画像測定結果を用いる代わりに、本発明では、おおよそπ /2の画像間位相ずれに
相当する一連の７つの強度画像をコンピュータの記録部に取得し記憶する構成としている
。コンピュータ１は次に、数式（３）、（４）及び（５）を用いて対象物表面形状を演算
する。数式（５）におけるλは波長同調光源の平均波長である。
本発明は、すべての実際的な目的のためには、従来技術の位相ずれ干渉計使用法とは基本
的に異なり、本発明の方法及び装置は、連続する強度画像間の位相ずれにおける誤差、す
なわち、位相ずれφｊ が予想値あるいは意図値とは実際に異なることにより生じる誤差に
対して、実質的に鈍感である。仮に、説明の便宜上、実際の位相ずれφｊ を表す式を、
数式６とする。
　
　
数式（６）において、係数εは較正における誤差を表し、係数γは位相ずれにおける２次
非線形性を示す。従来技術による位相ずれ干渉計使用法では、上述したように、これらの
係数は最大可能な範囲まで最小化されるが、さもなければ形状の縦断面輪郭に有意な測定
誤差を生じるからである。しかしながら、本発明の方法及び装置は、すべての実際上の目
的においてこれらのひずみに全く依存せず、ずっと安価な位相ずれ機構の使用を可能にし
、先行技術における不可欠な要求である大がかりな較正手順の必要を最小化あるいは削除
する。
図３は、生じた測定誤差の大きさを数式（６）における較正係数εの関数として、一方に
先行技術の方法の使用によるもので、他方に本発明によるもので、比較したグラフを示す
。この例における先行技術は、「デジタル位相ずれ干渉計使用法：単純誤差補償、位相算
出アルゴリズム、 26応用光学 2504－ 06（ 1987）」と題して P.Hariharan,F.F.Oreb及び T.Ei
juによる文献に記述された方法によるものである。その方法は、位相ずれ干渉計使用法を
用いた表面形状分析において使用するための現在利用できる最良の方法であると広く一般
的に認識されている。図３において明らかなように、先行技術の方法は、光波の 1/1000よ
り精度の高い表面高さ測定を維持するために極めて精密な位相ずれの較正を必要とする。
他方、本発明の方法及び装置は、位相ずれの較正には本質的に依存しない高精度の表面形
状測定を提供する。
図４は、先行技術と本発明の方法について測定誤差の大きさを数式（６）における非線形
係数γの関数としてグラフ上で比較した概略を示す。図４のグラフは、先行技術が、光波
の 1/1000より正確な表面高さ測定を維持するために連続する強度像の間で位相ずれのほぼ
完全な線形性を要求しているということを明らかに示す。もう一度繰り返すが、本発明の
方法は位相ずれにおける２次非線形性から本質的に依存しない高度に正確な測定精度を提
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供する。
最後に、図５は、低周波数振動の存在下での先行技術及び本発明の方法について測定誤差
の大きさを比較したグラフである。このグラフは、 60Hzのビデオカメラを備えた先行技術
の機器についての振動数と測定誤差との関係を示す。振動の量は周波数帯にわたって固有
値に維持され、光波の約 5/1000に等しい干渉計の空隙における機械振動に相当する。図５
のグラフは、低周波数帯全体にわたり、振動に対する有意の表面高さ測定誤差を明示し、
これらの振動数は製造環境では特にありふれており、重機械、熱運動、気流及び歩行者の
通行により生じるものが例示できる。グラフ化されたデータを皮相的に見直したとしても
、先行技術の干渉計は、高精度を維持するために大がかりな低周波数振動の隔離を要する
ことを明確に示す。他方、本発明の方法及び装置に対する測定誤差の大きさは、実質的に
低減される。本発明はこのように、干渉計機器において振動の大がかりな隔離の、今まで
理解されている必要性を有意に低減しあるいは不要とする。
本発明の現在、最も好ましい実施例は、７つの干渉写真図から得られたデータを採用する
が、ある応用については、取得し記憶する強度画像の数を６まで減らすことが有利かもし
れない。そのような環境下で、本発明の実質的な特徴及び機能は、数式（４）に代わって
下記の数式を用いることにより保存される。
数式７
　
　
ここで６つの強度画像は、ｊ＝０…５として示される。７つの強度画像を有する数式（４
）の代わりに６つの強度画像を有する数式（７）を使用するときには、本発明の効率は幾
分減少するが、しかしながら本発明の方法におけるこの修正された手段は依然として、従
来技術に特有な較正、線形性及び振動の問題に対して本質的に依存せずかつ過敏ではない
。
さらに、本発明の他の実施例は、異なる位相オフセットにおいて取られた２以上の連続す
る測定値の組を平均化したシステムで構成される。例えば、高反射性の参照及び対象物表
面を有するフィゾー空隙において、一方から他方へπ /4だけ互いにれがずれた２つの異な
るデータの組に数式（４）を適用するのは有利である。
そのようなオフセットは、都合のよいことには、π /4の位相間隔で 14個の強度フレームか
らなる１つのデータ組を取ることにより得られる。次に数式（３）及び（４）は、すべて
の偶数番号のフレームまたは強度画像について集めたデータに適用され、次にすべての奇
数番号のフレームのデータに再適用される。最終位相値は２つの計算結果の平均である。
フィゾー空隙及び大量の強度ノイズを含むデータに効果を有する、さらに他の実施例は、
π /4の位相間隔で 13個の強度フレーム（ｊ＝０… 12）を記録し、次に前述したように、し
かし数式（４）に代わる以下の公式を用いて表面高さを計算することからなる。
数式８
　
　
　
ここで
（数式１）
gj＝Ａ・（１＋Ｖ・ cos（Θ＋φｊ ））
及び
数式９
　
　
これらの数式は、７つの強度画像フレームから得られるデータを数式（３）及び（４）に
用いるときに、本発明によってもたらされる同様の利点を保存するとともにデータに存在
する強度ノイズに対する抵抗性を増大する。
好ましい実施例に適用した本発明の基本的な新しい特徴を示し記述し指摘したが、本発明
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の精神から逸脱することなく、当業者によって様々な省略や置き換えや形状の変更や開示
された本発明に対する詳細な説明が可能であることは理解されるであろう。ゆえに、本発
明は、ここに付された請求の範囲の視点により示されたものに限定されない。

【 図 １ 】

【 図 ２ 】

【 図 ３ 】

【 図 ４ 】
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【 図 ５ 】
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